
本号で公布された
法令のあらまし

令
和

年

月

日
木
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

































































































































２ 金融機関等に対して預金保険機構が資金を
交付する制度
 主として業務を行っている地域における
国民生活及び経済活動の基盤となるサービ
スの提供の維持のために必要な事業の抜本
的な見直しとして組織再編成等を含む措置
を実施する金融機関等に対して預金保険機
構が資金を交付する制度について、申請期
限を令和十三年三月三十一日まで延長す
る。（第三十四条の十、第三十四条の二十関
係）
 組織再編成等を実施した日から一定の期
間を経過していない金融機関等は、の預
金保険機構が資金を交付する制度に係る申
請をすることができることとする。（第三十
四条の十五関係）
 金融機関等が共同で利用する情報処理シ
ステムの設計又は開発を実施する金融機関
等に対して、当該金融機関等が提出する共
同化措置実施計画に記載された措置の実施
により業務の合理化及び収益性の向上が見
込まれること、当該共同化措置実施計画に
記載された方策が地域における経済の活性
化のために適切なものであること等を要件
として、預金保険機構が資金を交付する制
度を創設する。（第三十四条の十六～第三十
四条の二十関係）

３ その他
 「金融組織再編成」及び「組織再編成等」
の定義に、他の金融機関等からの交付によ
る株式の取得による子会社化に限らず、金
融機関等による他の金融機関等の株式の取
得による子会社化を含める。（第二条、第三
十四条の十関係）

◇裁判所職員定員法の一部を改正する法律（法律
第十四号）（法務省）
１ 裁判官以外の裁判所の職員の員数を百二十六
人減少する。（第二条関係）
２ この法律は、令和八年四月一日又はこの法律
の公布の日のいずれか遅い日から施行する。（附
則関係）

           

◇金融機能の強化のための特別措置に関する法律
等の一部を改正する法律（法律第十五号）（金融
庁）
第１ 金融機能の強化のための特別措置に関する
法律の一部改正
１ 金融機関等の資本の増強に関する措置
 金融機関等が国の資本参加の申込みをす
る期限を廃止して当分の間の措置とする。
（第一条、第三条、第十五条、第二十六条、
第三十四条の二関係）
 協同組織金融機関等が国の資本参加の申
込みをする場合に提出する経営強化計画等
の記載事項である「責任ある経営体制の確
立に関する事項」として、職務の独立性を
強化するために必要な要件を満たす監事の
選任を明記する。（第四条、第十六条、第三
十四条の三関係）
 協同組織金融機関等が国の資本参加を受
けるために発行した優先出資（第３の１に
おいて「公的優先出資」という。）について、
資本金等の額を減少して消却をする場合に
は、引き続き債権者等の保護を図るための
規定を適用しないこととする。（第八条の二
関係）
 主務大臣は、予見し難い経済情勢の変化
その他の事情に照らして必要があると認め
るときは、その必要な限度において、国の
資本参加を受けた金融機関等に対して経営
強化計画等の変更を命ずることができるこ
ととする。（第十一条、第二十一条、第三十
二条、第三十四条の九関係）

 大規模な災害又は感染症のまん延等に起
因する地域の金融機能の維持に重大な影響
を及ぼす事態として内閣総理大臣が指定す
るものの影響により、自己資本の充実を図
ることが必要となった金融機関等が国の資
本参加の申込みをする場合には、経営強化
計画等の記載事項の一部を不要とする等の
特例を創設する。（第三十四条の九の二～第
三十四条の九の十四関係）

（ 前 の ペ ー ジ よ り 続 き ）

〇 公 立 学 校 の 学 校 医 、 学 校 歯 科 医 及 び

学 校 薬 剤 師 の 公 務 災 害 補 償 の 基 準 を

定 め る 政 令 第 十 二 条 第 二 項 第 二 号 並

び に 公 立 学 校 の 学 校 医 、 学 校 歯 科 医

及 び 学 校 薬 剤 師 の 公 務 災 害 補 償 の 基

準 を 定 め る 政 令 施 行 規 則 第 六 条 第 一

項 及 び 第 二 項 並 び に 第 七 条 の 規 定 に

基 づ き 、 遺 族 補 償 年 金 、 障 害 補 償 年

金 、 障 害 補 償 年 金 前 払 一 時 金 及 び 遺

族 補 償 年 金 前 払 一 時 金 の 額 に 乗 ず る

率 を 定 め る 件 （ 文 部 科 学 八 七 ）

〔 そ の 他 告 示 〕

〇 株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 が 危 機 対

応 業 務 を 行 う 営 業 所 又 は 事 業 所 の 所

在 地 を 変 更 す る 公 示

（ 財 務 ・ 農 林 水 産 ・ 経 済 産 業 四 ）

〔 官 庁 報 告 〕

国 家 試 験

二 千 二 十 六 年 度 国 家 公 務 員 採 用 一 般 職

試 験 （ 高 卒 程 度 試 験 ） 公 告 （ 人 事 院 ）

二 千 二 十 六 年 度 税 務 職 員 採 用 試 験 公 告

（ 同 ）

水 先 人 試 験 の 施 行 （ 国 土 交 通 省 ）

〔 公 告 〕

諸 事 項

裁 判 所
破 産 、 免 責 、 再 生 関 係

特 殊 法 人 等

参 加 者 の 有 無 を 確 認 す る 公 募 手 続 に

係 る 参 加 意 思 確 認 書 の 提 出 を 求 め る

公 示 、 公 文 書 等 の 管 理 に 関 す る 沖 縄

振 興 開 発 金 融 公 庫 公 示 、 企 業 年 金 基

金 変 更 、 弁 理 士 登 録 ・ 特 定 侵 害 訴 訟

代 理 業 務 の 付 記 関 係

会 社 そ の 他

会 社 決 算 公 告
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